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要　　旨
　マーケティング研究の中核概念である市場志向に関してはこれまで，２つの尺度が同時に存在してし
まう，二元性の問題が存在してきた。二元性の問題とは，Narver and Slater（1990）と Kohli and 
Jaworski（1990）が1990年，市場志向概念を同時に提唱し優劣がつけられなかったために，市場志向研
究者たちに混乱をもたらした問題を示している。
　本研究は，この二元性の問題を解決すべく，統一的市場志向尺度開発の実現を最終目標としている。
以前に，岩下（2012）では，この二元性の問題をとりあげ，Narver and Slater（1990）と Kohli and 
Jaworski（1990）の理論的背景を整理しながら，両研究の特徴および問題点を明らかにしている。
　本稿では，この岩下（2012）の議論をさらに進め，統一的市場志向尺度の定義と構成要素について検討
している。そこでまず，Narver and Slater（1990）と Kohli and Jaworski（1990）の理論的背景の違いをふ
まえて，それぞれの尺度を援用したおもな先行研究をとりあげながら，両者の特徴について明らかにして
いる。続いて，市場志向統一化に関する一連の先行研究をレビューし，現在の議論の段階を確認している。
　さらに，統一的市場志向尺度を開発するにあたり，市場志向の定義と構成要素，そして測定項目につ
いて扱ったこれまでの先行研究を整理している。そのうえで，これらの先行研究を参考にしながら，統
一的市場志向の定義を定めるとともに，「市場情報の獲得」「職能横断的な情報の普及」「顧客への反応」
という３つの構成要素を導出している。最後に，本研究のまとめと課題，そして今後の研究の方向性に
ついて論じている。
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The Development of a Marketing Orientation Measurement Scale 
to Solve the Problem of Dualism.
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Abstract
　Hitherto, marketing research has studied the key concept of Market Orientation using two differing 
scales, resulting in the problem of dualism. This problem arose in 1990 when the core concept of Market 
Orientation was advocated from two different perspectives by Narver & Slater and Kohli & Jaworski, 
resulting in confusion among scholars.
　The goal of this research is to develop an Integrated Market Orientation Scale to solve the Problem of 
Dualism. Previously, Iwashita (2012) examined the problem of dualism, analysed the theoretical backgrounds 
of Narver & Slater and Kohli & Jaworski, and clarified the features and problems of both approaches.
　To advance the discussion begun by Iwashita (2012), this paper studies the definition and component fac-
tors of Integrated Market Orientation. First, based on the difference of the theoretical background of 
Narver & Slater and Kohli & Jaworski, contemporary studies are picked up and the characteristic features 
of Narver & Slater and Kohli & Jaworski are clarified.
　Subsequently, the contemporary studies of the discussion about the integration of Market Orientation 
are reviewed and the stage of current discussion is confirmed. Above that, referring to these contempo-
rary studies, this study defines Integrated Market Orientation according to three component factors: 
“Market-Intelligence Acquisition”, “Interfunctional Intelligence Diffusion”, and “Reaction to the Customer”.
　The paper concludes with the contributions and limitations of this paper and proposes topics for future 
research.
Keywords:  Market Orientation, Problem of Dualism, Organizational Culture, Market Intelligence, Competi-
tive Rationality, Social System Theory, Resource Dependence Model.
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１．はじめに
　マーケティングをこころざし組織全体がマーケティング戦略を実践していくことは，企業が市
場で生き残るために必要不可欠な要素となっている。組織がマーケティングを志向しそれを実行
していくことは，市場志向（Market-Orientation，以下，MO と略）という共通言語でかたられ，
世界中のマーケティング研究者たちにより幾度となく議論が繰り返されてきた（eg., Kirca, Jay-
achandran, and Bearden 2005；恩藏，岩下 2007；嶋口，石井，黒岩，水越 2008；Lam, Kraus, 
and Ahearne 2010）。
　1990年に MO という測定可能な概念が開発されたことで，マーケティング戦略がはたして，
企業業績を向上させるのか，あるいは新製品を成功に導くのか，といった疑問にこたえられるよ
うになった。図表１をみて明らかなように，MO を題材とする研究は年々さかんにおこなわれて
おり，近年では，企業業績や製品開発の枠をこえ，MO がどのように組織に普及していくか（e.g. 
Matsuno and Metzer 2000），従業員個人の価値観からどのような影響をうけるのか（e.g. Fur-
rer, Lantz, and Perrinjaauet 2004），あるいは，どのような要因がMOをより向上させるのか（e.g. 
Brettel, Engelen, Heinemann, and Vadhanasindhu 2008），といったテーマにまで目が向けられて
いる。
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図表１　市場志向を題材とした研究数の推移
　上に示すように⑴，現在では年に1,000本程度の論文が発表されている MO であるが，誕生時
の1990年から，根本的な課題を抱えてきた。それは，二元性（Dualism）の問題である。この二
元性の問題とはその名のとおり，MO 概念が２つ存在してしまったことを示している（Griffiths 
and Grover 1998）。
　Narver and Slater（1990）は組織文化側面から，MO とは買手に継続的に優れた価値を創造す
るために必要な行為であり，その価値を効率的に創造するパフォーマンスを創る文化である一方，
Kohli and Jaworski（1990）は行動側面から，MO とは現在と未来の顧客ニーズに関わる市場情
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報を生み出し，組織内で市場情報を普及し，市場情報を反応することであると定義付けている。
　本研究では，この MO の二元性により端を発した混乱状態を解決すべく統一的な尺度開発を
最終目標としている。先行研究ではすでに，米国マーケティング協会（American Marketing 
Association（AMA））や Marketing Science Institute（MSI）を中心に，二元性の存在が明らか
にされ（eg., Deshpandè and Farley 1996；Griffiths and Grover 1998），１つの概念に統合すべく，
これまでに尺度の統一化が試みられている（Deshpandè and Farley 1998；Gray, Matear, 
Boshoff, and Matheson 1998）。岩下（2012）では，これまでに開発された統一的 MO 尺度を整
理し，それらが後の研究でどの程度援用されているか調べている。結果として，後で詳しくのべ
るが，以降の研究では Narver and Slater（1990）や MARKOR の尺度ばかりが援用され，統一
的尺度が一つも用いられていないことを確認している。同時に，これらの研究では，Narver 
and Slater（1990）や Kohli and Jaworski（1990）の尺度を，何の基準もなく用いていることも
確かめている。
　実際，2000年以降のどの MO 研究を見渡してみても，理論的背景には，Narver and Slater
（1990），Kohli and Jaworski（1990），双方の概念が取り上げられているが，尺度の選定段階に
なると何の根拠もなく，一方のみの尺度が援用されている（eg., Im and Workman 2004）。
　以上から，MO 尺度は誕生から20年経った今も統一化がなされぬまま，二元性のある概念とし
て乱立しており，どちらの尺度を用いるべきかという疑問を，MO 研究者たちに常に投げかけて
いるのである。
　したがって本稿では，岩下（2012）の議論を一歩進め，Narver and Slater（1990）および
Kohli and Jaworski（1990）の MO 概念，それぞれの特徴を捉えながら，これまでの先行研究に
おける一連の MO の定義，さらには構成要素や測定項目を整理したうえで，統一的 MO の定義
を設定し，先行研究を踏まえながら構成要素を検討していく。
　本稿をふまえて今後，実際のデータによる測定項目の選定，信頼性および妥当性の検証を実施
する予定である。
２．市場志向における二元性と統一化の試み
　本研究の目的である統一的 MO 尺度の開発にあたる以前に，そもそも両概念の違いはどこに
あるのか。本章では，Narver and Slater（1990）および Kohli and Jaworski（1990），それぞれ
のMOを論じることで，両者の特性を鮮明にしていく。そこで本章では，理論的背景を踏まえて，
それぞれの MO 概念を用いた研究の特徴を明らかにしていく。
　はじめに，Narver and Slater（1990）および Kohli and Jaworski（1990），それぞれの理論的
背景を確認していこう。岩下（2012）では，両者の理論的背景について，一部論じている（岩下　
2012，pp.52-57）。だが当該研究では，Narver and Slater（1990）およびKohli and Jaworski（1990）
それぞれの，データ収集，尺度開発，分析手法そして構成要素等，全体を俯瞰的にレビューして
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いるため，紙幅の都合上で，一部の理論しか取り上げられていない。したがって本稿は，両者の
理論的背景を包括的に取り上げている点で，岩下（2012）を包含した内容となっている。
2-1.　Narver and Slater（1990）における市場志向
2-1-1.　Narver and Slater（1990）の理論的背景
　Narver and Slater は MO の根底にある理論的背景を，組織文化（Bonoma 1984）から捉えて
いる。彼らは，組織の持続的競争優位の維持のため，顧客に優れた価値を作り出す必要があり，
この価値創造の源泉が MO という組織文化であると説いている（e.g., Webster 1988）。同時に
MO という組織文化こそが競合他社に模倣されない持続的競争優位（Aaker 1989；Porter 
1985）になるという。
　そして彼らは，MO の構成要素である顧客志向，競争志向，職能横断的統合という３つの志向
性を，それぞれ異なる理論的背景から論じている。
　まず，顧客志向については，資源依存モデル（Pfeffer and Salantick 1978）を援用している。
政府や供給業者，そして競合他社は，個々に孤立している。そこで，経済活動をおこなうために
は，自社にない資源を得るべく他者への依存を高める。そのため相互依存関係を保つことが不可
欠となる。企業は相手企業と資源交換をおこなうことで，結果として利益をあげるのである。そ
して，この資源交換をおこなうおもな企業は，供給業者や顧客企業といった一連のステークホル
ダーとなる。したがって自社の製品を販売する顧客にも，資源交換をおこなうために，目を向け
ることが不可欠となる。
　続く，競争志向については，Porter（1985）の競争優位性をあげている。Narver and Slater
（1990）は，組織が持続的な競争優位を維持するためには，顧客に優れた価値を常に作りだす必
要があり，この価値創造の源泉が MO という組織文化であると論じている（e.g., Webster, 
1988）。そして MO という組織文化こそが競合他社に模倣されない競争優位性になるという。
　また，部門間同士の積極的なコミュニケーションを表す職能横断的統合では，社会システム理
論をあげている。後述の Kohli and Jaworski（1990）で詳しく論じているが，ある組織は部外の
組織から情報をえながら，同時に外部に情報を提供することで，部門同士の相互作用を生み出す
わけである。
2-1-2.　Narver and Slater（1990）のMO概念を用いた研究
　Narver and Slater の概念を用いた研究には，２つの特徴がある。第一に，MO という持続的
競争優位性となる組織の志向性が，成果要因にどのような影響を与えるのか，あるいは MO と
成果要因の周辺モデレーター環境はどのような影響を与えるのかといったメカニズムの解明であ
る。
　前者に関しては，成果要因として，収益性や市場シェアなどの企業成果（e.g., Mavondo and 
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Farrell 2003）に始まり，製品パフォーマンス（e.g., Lukas and Ferrell 2000）や新製品の成功（e.g., 
Atuahene and Gima 1995），あるいは従業員たちの職務満足（e.g., Siguaw, Simpson, and Baker 
1998），そして，自社と他社との関わり合いを表すコミットメントの研究（e.g., Jones, Busch, 
and Dacin 2003）などがおこなわれてきたリレーションシップ・マーケティングの領域にいたる
まで，様々な成果要因に関して研究がおこなわれている。
　後者，すなわち MO と成果要因の周辺メカニズムを扱った研究はさらに，媒介要因なのか，
あるいはモデレーター要因なのかで分類される。媒介要因を扱った研究としては，創造性（Im 
and Workman 2004）やサービス・クオリティ（Chan and Chen 1998）といった主要概念を扱っ
た研究，アイデア・スクリーニングといった製品開発における一連の要因を扱ったもの
（Langerak, Hultink, and Robben 2004a, b），あるいはマネジャーや顧客といった二段階そして三
段階サンプルを重視することで，人とのつながりをみるリレーションシップ・マーケティングの
概念にどのように影響するかをみる研究（e.g., Siguaw, Brown, and Widing 1994）があげられる。
　他方で，モデレーター要因を扱った研究についても，市場や技術のタービュランス（Slater 
and Narver 1994）にはじまり，リーダーのカリスマ性（Zhou, Gao, Yang, and Zhou 2005），そ
して製品ライフサイクル（Atuahene-Gima 1995）にいたるまで，様々なモデレーター要因につ
いて研究がなされている。
　２つ目の研究の特徴は，MO をマーケティングの代名詞の志向性と規定し，他の志向性とのメ
カニズムを考察する点である。実際の組織では，マーケティング志向を志すだけではなく，売上
を重んじ，あるいは製品を重視しながら，それらが混在しあって組織の志向性が形成されている
（Gatignon and Xuereb 1997）。Christensen（1997）が唱えたように，マーケティングがつねに
万能なのかという疑問に応えるべく，様々な代替的志向性（Alternative-Orientation）を取り上
げて研究がおこなわれている。
　代替的志向性としては，売上を重視する販売志向（Noble, Rajiv, and Kumar 2002），研究開発
に積極的な投資を行なっていく技術志向（Gatigon and Xereb 1997），イノベーションをどうやっ
たら生み出せるかを考えるイノベーション志向（Berthon, Hulbert, and Pitt 1999），そして，近
年では，ブランドを重視するブランド志向（Reid, Luxton, and Mavondo 2005）などがある。
　上記の代替的志向性を扱った研究では，Narver and Slater の尺度のみが利用されている。こ
れには，同尺度の理論的なバックグランドが深く関わっている。彼らの尺度はおもな理論として，
前述のように，競争優位性（Porter 1985）をあげている。同理論が戦略論の理論であることから，
戦略的色彩の濃い尺度であることが伺える。
　さらに下位の構成要素が，顧客志向と競争志向，そして職能横断的統合であることから，実証
分析をおこなううえで，他の志向性との相性がよく，併用しやすかったと想定される。
　たとえば MO と販売志向そして技術志向をとりあげ，どの志向性が企業業績に最も結びつく
か検討したとしよう。Narver and Slater の尺度を用いた場合には，MO が企業業績におよぼす
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影響のみならず，顧客志向や競争志向にもたらすインパクトまでを検証できる半面，Kohli and 
Jaworski の尺度では，市場の情報にフォーカスしているため，市場の情報と組織の志向性とい
うまったく異なる次元のものを比較できない。
2-2.　Kohli and Jaworski（1990）における市場志向
2-2-1.　Kohli and Jaworski（1990）の理論的背景
　他方で，Kohli and Jaworski は，MO の理論的背景を，経済学や社会学の理論をベースにして
いる。第一に，競争合理性（Competitive-rationality）をあげている（Dickson 1992）。市場シェ
アを獲得し利益を稼ぎたい企業は，効率的に顧客を見つけるため，常に新たな方法を見出そうと
する。この場合，定式化した手法では意味がなく，学んだことの改善が求められる。こういう能
力を備えた企業は，あらゆることよりもまず，顧客に興味をもつことになる（Webster 1988, p.5）。
そのため，誰よりも早く顧客選好の変化に対応するため，競争優位性を構築できるのである。
　第二に，社会システム理論（Social system Theory）があげられる。Katz, Kahn, and Adams
（1980）によれば，複数の存在物（Entity）から成り立つ社会システムでは，特定の環境から，
新たな情報を入手し，組織に労働の専門化と分化を進めることによって，相互依存関係が生じる
という。この社会システム理論からマーケティング部門と他部門との相互作用生成が裏付けられ
る。
　第三に，コントロール概念をあげ，マーケティングにたずさわる従業員をいかにコントロール
するべきかにも着目している。従来，従業員をコントロールするうえでの限界点として，成果ば
かりに目が向けられており，環境要因に注目されていない点をあげている。これらを克服すべく，
社会学や組織論を Jaworski（1988）はレビューし，従業員をコントロールする際のフレームワー
クを提示している。
　上述した３つの理論をみてみると，Kohli and Jaworski では消費者，競合他社あるいは従業員
といった他者との関わりをベースに，市場を捉えようとしている。そして上述した３つの理論を
もとに，市場の情報，すなわち顧客のニーズや欲求，あるいは競合他社に関する情報（Ottum 
and Moore 1979）を重視し，この情報を生成し普及させ，それに反応していくことを，MO の
構成要素としている。
2-2-2.　Kohli and Jaworski（1990）のMO概念を用いた研究
　Kohli and Jaworski は前述した理論的背景に基づき，組織内でどのように市場情報が伝達し，
結果としてマーケティング志向型組織ができるかに，研究の問題意識が向けられている。それで
は，彼らの MO 概念はどのような研究が行われてきたのか。
　Kohli and Jaworski の尺度を用いた研究は，いくつかの研究者たちによって継続的に研究がお
こなわれている。
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　まず，Matsuno and Metzer は，2000年以降から研究をおこなっている。Matsuno and Metzer
（2000）では，Miles and Snow（1998）の４つの戦略分類軸を取り上げ，どの戦略のときに，
MO がもっともパフォーマンスを高めるかを考察し，米国製造業364社を対象とした調査をおこ
なっている。結果から，MO が分析型や保守型よりも，投機型のときに最も有効であることを明
らかにしている。
　彼らは研究を続け，起業家性向と MO の関係を考察している（Matsuno, Mentzer, and 
Ozsomer 2002）。上記と同様に米国の製造業者を対象に，最尤推定法を用いた結果から，市場情
報の生成や反応は，起業促進の要因である起業家性向によって引き起こさせる事を認めている。
　Kohli and Jaworski の概念を用いた研究者には，Baker と Sinkula が見逃せない。彼らは，
Argyris and Shon（1976）が唱えた組織学習の概念を援用し，学習志向（Learning Orienta-
tion，以下 LO に略）尺度を開発し，LO と MO のメカニズムに関して研究を行なっている。
　Sinkura（1994）ではまず，市場情報と組織学習の関係性を考察するため，12の命題を導出し
ている。MO を引用していないが，組織学習がマーケティングとどのように関係するのを考察す
るため，市場情報に着目した側面で起点となった研究である。
　続いて，Sinkura は Baker と Noordewier とともに，組織価値の要素として LO，市場情報プ
ロセス行動の要素として，Kohli and Jaworski が唱えた MO 構成要素である「市場情報の生成」
および「市場情報の普及」を用いて，研究を行なっている。Sinkula, Baker, and Noordewier
（1997）では，American Marketing Association メンバー企業125社を対象に，確認的因子分析
を施し，LO が市場情報の発生と普及にプラスに働くとともに，マーケティング・プログラムに
影響すると報告している。
　Baker and Sinkula（1999a）では議論を進め，MO と LO のメカニズムについて考察している。
米国521億ドル以上の売上高をほこる411社のマーケターなどを対象にした調査結果から，高い
LO の場合には市場情報プロセス行動に影響を与える点，LO が高い組織では MO と市場シェア
に効果がある点，さらに新製品成功に対し MO と LO が別々に影響する点を確認している。
　さらに，Baker and Sinkula は，MO と LO そして組織パフォーマンスの媒介要因に，製品イ
ノベーションをくわえた形で，研究をすすめている。Baker and Sinkula（1999b）では，米国
Dun & Bradstreet 社のデータベースから収集した250社411名を対象とし，構造方程式モデルを
施している。興味深いインプリケーションは，MO と LO 双方が，製品イノベーションを媒介要
因とし，組織パフォーマンスに影響を与え，この効果は LO の方が MO よりも強かったことで
ある。製品イノベーションを創造したい企業には，学習しやすい組織づくりが不可欠というわけ
である。
　この結果をうけ，彼らの問題意識は MO と LO そして製品イノベーションのブラックボック
スの解明に向けられた。Baker and Sinkula（2002）では，組織学習の水準で，企業を三段階に
分類している。第一段階が「モデリング」や「条件付け」，第二段階が「適応型学習」，第三段階
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が「生成型学習」である。そして段階を経るごとに，MO と LO が製品イノベーションに与える
影響が強まるという命題を提示している。この命題は続く Baker and Sinkula（2007）で解明さ
れている。243名のマーケティング・エグゼクティブを対象にした調査から，MO が適応型，生
成型，双方の学習スタイルを高めることを認めている。
　Kohli and Jaworski（1990）の MO 尺度を用いた代表的な研究である，Matsuno や Baker and 
Sinkula らの研究を振り返ってきたが，共通していえるのは，組織の情報プロセスの解明に目を
向けていることである。このことは，Baker and Sikula が取り上げた組織学習概念と相性がよ
かったことからも確認できる。
2-2-3.　市場志向統一化に関する議論
　多くの研究者たちは，MO 研究をおこなうとき，Narver and Slater あるいは Kohli and 
Jaworski，どちらの尺度を引用すべきかで混乱をきたしてきた。この課題を解決するため，いく
つかの研究ではすでに，MO の統一化が試みられている⑹。たとえば，Deshpandè, Farley, and 
Webster（1996），続く Deshpandè, Farley, and Webster（1998）では，Kohli, Jaworski, and 
Kumar（1993），Narver and Slater（1990），Deshpandè, Farley, and Webster（1993）という３
つの MO 尺度を取り上げ，「MORTN」尺度の開発にいたっている。あるいは，尺度開発にはい
たらないものの，Gray, Matear, Boshoff, and Matheson（1998）やLafferty and Hult（2001）でも，
統一的 MO の構成要素を提示している（岩下 2012）⑺。
　だがこれらの統一的 MO 尺度は，以降の研究では一本も引用されていない⑻。すなわち，現在
までの MO 研究では，Narver and Slater（1990），あるいは Kohli, Jaworski, and Kumar（1993）
の尺度が引用され，それ以降に開発された統一的 MO 尺度は引用されていないのである。
　以上から，現在までに有用かつ妥当な統一的 MO 尺度が開発されたとは言い難い。ゆえに，
統一的 MO 尺度の開発は，意義を有すると判断される。
３．先行研究における市場志向の定義と構成要素
3-1.　市場志向の定義の変遷
　統一的 MO（Integrated-Market Orientation）を開発するにあたり，まずその定義について考
察する。そこで，MO を定義づけした先行研究を整理し，統一的 MO の定義に活かしていく。
　まず，Narver and Slater（1990）と Kohli and Jaworski（1990）が提唱した，２つの MO の
定義からみていこう。
　Narver and Slater（1990）は組織文化側面から，MO を以下のように定義付けしている。
　MO とは，買手に継続的に優れた価値を創造するために必要な行為であり，その価値を効率
的に創造するパフォーマンスを創る文化である（Narver and Slater 1990, p.21）。
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　一方で，Kohli and Jaworski（1990）は行動側面から，以下のように唱えている。ここでの市
場情報とは，新製品の市場規模，顧客のニーズや欲求，市場セグメントの性質，そして競合他社
に関する情報を示す（Ottum and Moore 1979）。
　MO とは，現在と未来の顧客ニーズに関わる市場情報を生み出し，組織内で市場情報を普及
させ，それらの市場情報に反応していくことである（Kohli and Jaworski 1990, p.6）。
　また同時期には，ほかにもいくつか著名な研究者たちが MO を定義づけている。たとえば，
リレーションシップ・マーケティングの権威である Morgan と Hunt は MO 概念を1994年に，経
営的な視点から定義付けしている（Hunt and Morgan, 1995）。
　MO では，顧客や競合他社について詳しく知ることになるので，内部要因として，企業に対
する正しい認識，曖昧な行動の回避が可能になる。一方で外部要因として，変化する顧客の選
好に対応し，競争戦略に活かしていくことが可能である。よって MO は無形資産となり持続
的競争優位になる（Hunt and Morgan, 1995, p.12）。
　以上の３つの研究では，組織の行動面，文化面，そして顧客という様々な視点から，MO を定
義付けしている。MO 概念の萌芽期であったため，概念自体に関する議論が活発におこなわれて
いたことが垣間みられる。
　それでは，統一的 MO は，定義付けされてこなかったのだろうか。たしかに，いくかの研究
では，この試みが行われている。たとえば，Deshpandè, Farley, and Webster（1996）では，
「MARKOR」尺度，Narver and Slater（1990），そして，Deshpandè , Farley and Webster（1993）
という３つの尺度に関しメタアナリシスをおこなったうえで，３つの尺度を統合した「MARIN」
尺度を開発し，以下のように定義づけている。
　MO とは，継続的なニーズの評価，顧客の創造と満足のために，方向付けを行う内部的なプ
ロセスと活動の集合である（Deshpandè, Farley, and Webster 1996, p.14）。
　あるいは，Harris（2002）は，以下のように，統一的 MO を定義づけている。
　MO とは，組織を調整しながら，顧客志向と競争志向に基づいて行動するため，組織がそれ
らを知覚する程度をしめす（Harris 2002, p.247）。
　３章において，Deshpandè, Farley, and Webster（1996）や Harris（2002）により開発された
統一的 MO 尺度は引用されていないことを示した。理由は，この定義をみると瞭然である。
Deshpandè, Farley, and Webster（1996）の定義には原点である２つの論文の定義がダイレクト
に反映されていない。たとえば，「プロセスと活動の集合」という抽象的な表現がもちいられ，
MO の実態がわかりにくくなっている。また，Harris（2002）にいたっては，「顧客志向」と「競
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争志向」という言葉にみられるように，内容が Narver and Slater（1990）のもののみにかたよっ
ている。
3-2.　市場志向の構成要素
　それでは MO は，どのような構成要素で形成されているのだろうか。次章において，統一的
MO 尺度の構成要素を導出するにあたり，先行研究でどのような構成要素が唱えられてきたのか
整理しなければならない。また構成要素に関しては，多次元のみならず，単一次元でとらえるも
の（e.g., Wood 2000）もあるが，本稿では，構成要素を扱うためあえて，単一次元で開発された
尺度については取り上げていない。
　まずは代表的な研究である，Narver and Slater と Kohli and Jaworski の２つの研究からみて
いこう。Narver and Slater（1990）では MO の構成要素として，「顧客志向」「競合志向」「職能
横断的統合」の３つを挙げている。「顧客志向」とは文字どおり，顧客に目を向けて行動してい
くことを示す，続く「競争志向」とは，競合他社の動きや商品を注視する行動を示す。最後の「職
能横断的統合」とは，部門間が連携をして，コミュニケーションを円滑に図っていくことを示す。
　他方，Kohli and Jaworski では前述どおり，市場情報の流れから，構成要素を規定している。
市場情報とは，顧客，売上，製品そして競合他社に関する一連のマーケティング情報を示す。第
１に，「市場インテリジェンスの生成」で顧客のニーズや選好に影響する外部環境を分析し顧客
を理解する仕組みを作りだすこと，第２に「市場インテリジェンスの普及」で他の部門とコミュ
ニケーションをとり市場情報を伝達しあうこと，第３に「市場インテリジェンスの反応」で従業
員が情報に反応することを，それぞれ示している。
　Narver and Slater と Kohli and Jaworski 以降の研究では，様々な構成要素が考察されていっ
た。目的は，妥当性や信頼性の向上にはじまり，それぞれの国や産業に適した尺度開発にまでお
よぶ。
　まず，構成概念の信頼性および妥当性の向上をめざした研究が Laffterty and Hult（2000）に
よって行なわれている。彼らは MO を５つの観点，すなわち，「意思決定プロセス」「市場情報」
「文化をベースとした行動」「戦略的マーケティング」「顧客志向」から，４つの新たな構成要素
を提示している。
　第二に，産業や国に適した形で尺度が改良され，それに伴って構成要素および測定項目が，新
たに導出された研究である。まず，非営利組織に適した尺度開発を目的とした研究がいくつか存
在する。Gainer and Padanyi（2005）は，カナダの Greater Tront と Greater Montreal に登録さ
れた非営利組織の CEO とマネジャー138名を対象に調査し，「MO 型活動」「MO 型文化」からな
る非営利組織の MO 尺度を開発している。さらに，2005年には，非営利のサービス組織を対象
に MO 尺度を開発している。構成要素としては，「クライアント志向型文化」と「クライアント
志向型行動」を導出している。
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　クライアントとドナーや，受益者と提供者といったダイアドの形にも，構成要素が改良されて
いる。Morris et al.,（2007）の研究では，米国 Internal Revenue Service の非営利組織145団体
を対象に調査をおこない，クライアントとドナーの MO，ともに４項目から成る尺度を開発して
いる。あるいは Modi and Mishra（2010）ではインドの IRMA データの非営利組織102団体を対
象に調査し，「受益者志向」「提供者志向」「仲間志向」「職能横断的統合」からなる尺度を開発し
ている。
　下表に，それぞれの研究の構成要素をまとめているが，名詞こそことなる構成要素ではあるも
のの，Narver and Slater と Kohli and Jaworski の構成要素とほぼ同意であることがわかる。こ
のことから，構成要素に関していえば，すべての MO 尺度が Narver and Slater と Kohli and 
Jaworski の構成要素に即していることがわかる。
図表２　MOの構成要素間のつながり
構成要素のつながり
研究名 顧客志向 競争志向
職能横断的
統合
市場インテ
リジェンス
の生成
市場インテ
リジェンス
の普及
市場インテ
リジェンス
の反応
Naver and Slater（1990） ○ ○ ○
Kohli, Jaworski, and Kumar
（1993）
○ ○ ○
Laffterty and Hult（2000） 「顧客の強調」 「情報の重要性」
Gainer and Padanyi（2002） ○
Harris（2002） ○ ○ ○
Gainer and Padanyi（2005） ○ ○ ○ ○ ○ ○
Morris, et al.,（2007） ○ ○
Modi and Mishra（2010）
「受益者志向」
「提供者志向」
「仲間志向」
○
注：年代順に記載している 
3-3.　市場志向の測定項目
　前節では，MO の構成要素を扱ったおもな研究をみてきたが，実際の測定項目には，どのよう
な違いと特徴があるのだろうか。先行研究の測定項目を整理しておくことは，統一的 MO 尺度
の構成要素構築の際，その内容を確認するため不可欠と思われる。また本節では，MO 尺度の測
定項目の把握を目的とするため，前節では取り上げていない単一次元を扱った MO 尺度も扱う。
ちなみに，産業や国のバイアスといった妥当性の向上を目的とした3-2. で取り上げた研究は，特
定分野に質問内容が偏っているため，あえて対象外としている。
　まずは，Narver and Slater（1990）の測定項目からみていこう。下表をみてみると，測定項
目が明確である。３つの構成要素ごとに顧客，競合他社，部門間の連携について表されている。
　Narver and Slater（1990）をベースとして，自社，その顧客と競合他社という３者間に適用
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する尺度を開発した Harris（2002）では，43名のマネジャーとエグゼクティブを対象にインタ
ビューを行ない，さらにイギリスの FAME データベースから，123の企業マネジャーとその競
合他社と顧客にサンプリングを実施し尺度を開発している（図表４）。測定項目は，Narver and 
Slater（1990）と大差はないが，トライアド・サンプルに対応しており，シングル・インフォー
マントの研究課題を克服している。
　続いて，Kohli, Jaworski, and Kumar（1993）で開発された「MARKOR」尺度の測定項目を
みていこう（図表５）。Kohli, Jaworski, and Kumar（1993）に関しては，「インテリジェンスの
生成」がマーケティング調査の実施，「インテリジェンスの普及」がマーケティング情報の部門
間コミュニケーション，「インテリジェンスの反応」が顧客に対する反応を示している。これと
先ほどの Narver and Slater（1990）を重ねてみると，顧客志向とインテリジェンスの反応，職
能横断的統合がインテリジェンスの普及が，それぞれ類似していることがわかる。
　また，Matsuno, Metzer, and Rentz（2000）の研究では，MARKOR 尺度を用いた場合に，分
析結果が変わるという不安定さの克服を目指し，MARKOR の測定項目として，新たに22の項目
からなる尺度を開発している（図表６）。興味深い点は，Kohli, Jaworski, and Kumar（1993）よ
りも明らかに，質問内容が具体的になっている点である。例えば「インテリジェンスの生成」の
４つ目の項目には金利や為替レートといった，マクロ情報が明記されている。
　３つ目の代表的な MO 尺度，すなわち顧客志向と市場志向を同意と考えた，Deshpandè, Far-
ley, and Webster（1993）の測定項目もみてみよう（図表７）。９項目中，６項目に「顧客」と
いう言葉が含まれていることから，いかに顧客重視に偏重しているかがみてとれる。
図表３　Narver and Slater（1990）における測定項目
●顧客志向
１　顧客に対してコミットメントしているか
２　顧客価値を創造しているか
３　顧客ニーズを理解しているか
４　顧客満足度を目標としているか
５　顧客満足度を測定しているか
６　購入後のアフターサービスが充実しているか
●競争志向
１　セールス・パーソンたちが競合他社の情報を共有しているか
２　競合他社の行動に，素早く対応しているか
３　トップマネジャーが競合他社の戦略について議論しているか
４　競争優位を構築するための機会をうかがっているか
●職能横断的統合
１　部門を問わず，顧客の要求にこたえているか
２　部門を問わず，情報を共有しているか
３　戦略が部門を隔てて統合されているか
４　すべての部門が顧客価値の向上に努めているか
５　他の部門と，リソースを共有しているか
出所：Narver and Slater（1990），p.24．
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図表５　Kohli, et al.（1993）で開発された「MARKOR」の測定項目
●インテリジェンスの生成
１　この事業において将来，顧客がどのような製品あるいはサービスを求めるかを見つけるため，少なくても
１年に一度顧客に会うようにしている
２　この事業部門において，我々は社内で多くの市場調査をおこなっている
３　我々は，顧客の選好の変化に気づくのが遅い（R）
４　我々は，自らの製品やサービスの品質を評価するため，少なくても１年に１度，エンドユーザーに調査を
おこなう
５　我々は，自らが属する業界の変化を捉えるのが遅い（R）
６　我々は定期的に，顧客のいる事業環境の変化を見直す
●インテリジェンスの普及
１　我々は，市場のトレンドや開発に関して議論するため，少なくても四半期に一度，部内会議をおこなう
２　マーケティングに携わる従業員は，ほかの部門の従業員と，将来の顧客ニーズを議論するのに，多くの時
間を費やす
３　主要顧客のいる市場で何か重要な出来事が起こった時，短期間で全ての部門の従業員たちがそのことを知
ることができる
４　顧客満足度に関するデータは，この事業部門のすべての職階の従業員たちに普及していく
５　ある事業部門で競合他社に関する重要なことが見つかったとき，他の部門に知らせるのが遅い（R）
●インテリジェンスの反応
１　競合他社が商品の価格を変化させてきたときに，どのように反応するのか決定することを，我々は決めか
ねる（R）
２　製品やサービスの顧客ニーズの変化を無視する傾向がある（R）
３　顧客が求めるものを確認するため，われわれは製品開発活動を定期的に見直す
４　いくつかの部門では，事業環境の変化で生じた反応に，定期的に応じる
５　主な競合他社が我々の顧客をターゲットとしたキャンペーンに着手したら，我々はすぐに応じていく
６　事業部門における様々な部門の行動は，協調がよく保たれている
７　顧客の不満は，我々の事業部門では無視されている（R）
８　たとえ我々が素晴らしいマーケティング計画を構想しても，タイムリーにそれを実行できないだろう（R）
９　顧客がサービスあるいは製品の修正をもとめているのをみたら，我々はそれをおこなうのに躊躇してしま
う（R）
（R）逆転項目 出所：Kohli, Jaworski, and Kumar（1993），p.476．
図表４　Harris（2002）における測定項目
●職能横断的統合
１　すべての部門が，企業全体の戦略に貢献する。
２　我々の市場に関する情報は，ほんのわずかな部門でのみ共有される。（R）
３　すべての部門では顧客価値をつくりだすのにつとめる。
４　部門間で相互に助ける文化がある。
５　マーケティング部門のメンバーは，めったに他の部門の人とは接点をもたない。（R）
●顧客志向
１　我々の企業では，競合他社よりも顧客ニーズを理解しようとする。
２　我々の企業では，競合他社よりも顧客価値をつくりだそうとする。
３　我々の企業では，競合他社よりも顧客へのコミットメントにあまり重点をおかない。（R）
４　我々の企業では，競合他社よりも顧客満足にあまり注意を払わない。（R）
５　我々の企業では，競合他社よりも，顧客の要求に，より反応していく。
●競争志向
１　我々の企業では，競合他社よりも早く，競合他社の行動に応戦していく。
２　我々の企業では，競合他社よりも，競争優位性の機会を獲得しようとしている。
３　我々の企業では，競合他社よりも早く，彼らの行動に反応している。
４　我々の企業では，競合他社よりもうまく，産業やトレンドを予測している。
５　我々の企業では，競合他社よりも，業界内の競争相手をよく知っている。
（注）　なお，競合他社と顧客に対する項目は経営層に関する項目と同内容のため省略している。
（R）逆転項目 出所：Harris（2002），p.262．
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図表６　Matsuno, Mentzer, and Rentz（2000）における測定項目
●インテリジェンスの生成
１　私たちは，製品やサービスの品質を評価するため，少なくても１年に１度エンドユーザーに調査をおこなう。
２　我たちのビジネスユニットでは，各部門がそれぞれ，競合他社に関する情報をえている。
３　私たちは定期的に，顧客に関係するビジネスの環境変化について，観察している。
４　私たちはこのビジネスユニットにおいて頻繁に，金利，為替レート，GDP，インフレーションレートと
いうマクロ経済情報を収集している。
５　このビジネスユニットでは，官僚や規制委員（FDA，FDC，議会など）と，コンタクトをとるようにし
ている。
６　このビジネスユニットでは，ビジネスに影響を与える，トレンド（ライフスタイルや環境意識など）につ
いて，情報を収集し評価している。
７　このビジネスユニットでは，ビジネスの様々な局面（製造プロセスや風土など）に関してより多くのこと
を学習するため，供給業者に対しても，時間を費やしている。
８　私たちのビジネスユニットでは，競合他社に関する情報を，みなで収集していない。（R）
●インテリジェンスの普及
１　私たちのビジネスユニットにおけるマーケティング部門は，ほかの部門と将来の顧客ニーズについて議論
するため，時間を費やしている。
２　私たちのビジネスユニットは，定期的に顧客に情報を提供するため，報告書やニュースレターなどの書類
を配布する。
３　私たちは顧客や競合他社，供給者について市場トレンドや研究開発について議論するため，部門横断的な
ミーティングの機会を設けている。
４　私たちは，一人ひとりがもつ知識を更新するため，部門ごとにミーティングを開いている。
５　このビジネスユニットにおける技術系の従業員は，新製品の技術について，他の部門と情報を共有化する
ため，時間を費やしている。
６　市場に関する情報は，このビジネスユニットの全ての職階の人間に，素早く行きわたっている。
●インテリジェンスの反応
１　私たちは顧客の製品やサービスのニーズ変化を無視しがちである。（R）
２　私たちの製品ラインは，真の市場ニーズより，内部事情に依拠している。（R）
３　私たちは，現実的にもっと早くした方がよいとわかっていても，供給業者とゆっくりビジネスを始めてし
まう。（R）
４　もし競合他社が我々の顧客に対し，集中的にキャンペーンを行った場合すぐに反応するだろう。
５　このビジネスユニットにおける一つひとつの部門の活動は，うまく調整されている。
６　このビジネスユニットでは，顧客から不満をいわれても無視される。（R）
７　たとえ私たちが素晴らしいマーケティングプランを発見しても，タイムリーに反応できないだろう。（R）
８　もし特別な集団（消費者擁護団体，環境保護集団）が公的に私たちのビジネスに関して起訴を起こした場
合でも，
９　私たちは法的規制の変化に対する反応に，競合他社よりも時間を費やす。（R）
（R）逆転項目 出所：Matsuno, Mentzer, and Rentz（2000），pp.536-537．
図表７　Deshpandè, Farley, and Webster（1993）における測定項目
１　私たちには，顧客にサービスを提供するためのルーティンワーク，あるいは，通常おこなうべき基準がある。
２　私たちの製品とサービスの開発は，市場と顧客からの情報をもとにおこなわれる。
３　私たちは，競合他社についてよく知っている。
４　私たちは，顧客が製品やサービスでいかに価値をえるか，認識している。
５　私たちは，競合他社よりも，顧客に焦点を合わせている。
６　私たちはおもに，製品やサービスの差別化で競う。
７　経営者よりも，顧客がもつ興味が優先される。
８　私たちの製品とサービスが，ビジネスの中で最もよいものである。
９　私たちのビジネスの目的は，顧客に奉仕するためのものであると信じている。
 出所：Deshpandè, Farley, and Webster（1993），p.33-34．
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図表８　Deshpandè and Farley（1996）における測定項目
１　私たちのビジネスの目的はおもに，顧客満足によって変化する。
２　私たちは，顧客ニーズを扱うためコンスタントに，顧客へのコミットメントや志向性の水準をモニタリン
グする。
３　私たちは，あらゆるビジネス部門を横断して，顧客に対して成功や失敗の経験について，自由に意見交換
する。
４　私たちの戦略では，顧客ニーズの理解をまず第一にかかげている。
５　私たちは，顧客満足を体系的かつ頻繁に測定している。
６　私たちは，顧客へのサービスを，定期的に測定できる尺度をもつ。
７　私たちは，競合他社よりも，顧客にフォーカスする。
８　私たちは，このビジネスが顧客に奉仕していると確信している。
９　私たちは，製品やサービスの品質を評価するため，少なくても１年に１度，エンドユーザーの意見を聞く。
10　基本的に，顧客満足に関するデータが，すべてのビジネスユニットで共有されている。
 出所：Deshpandè and Farley（1996），p.19．
図表９　Gray, Matear, Boshott, and Matheson（1998）における測定項目
●顧客志向
１　我々は，顧客のコミットメントや苦情対応に注力する。それらは我々に，よりより仕事の機会を提供する
からである。
２　販売後のサービスは，我々の事業戦略で，重要な一部を占める。
３　我々は，顧客に対して強いコミットメントをもつ。
４　我々は，製品における顧客価値をつくるため，常にいくつもの案を探している。
５　我々は，規則的に，顧客満足度を測定する。
６　販売促進部が少しばかり懸命に働くならば，我々の企業はよりよくなるだろう。
７　我々の企業において，マーケティングの最も重要な点は，顧客にニーズをを明らかにすることである。
８　顧客が我々の製品やサービスに満足する程度を，品質として，我々は定義づけている。
●競争志向
１　我々は定期的に，競合他社のマーケティング活動をモニタリングする。
２　マーケティングプランを考察する上での助けとして，競合他社のマーケティングデータを頻繁に集める。
３　競合他社の活動に関して，セールス・パーソンに，監視させ同時に報告させている。
４　我々は急速に，競合他社の活動に反応する。
５　我々のトップマネジャーは時折，競合他社の活動について議論する。
６　競争優位性をベースとして，我々は市場参入の機会を伺っている。
●職能横断的統合
１　我々の企業において，マーケティングに従事する人々は，新たな製品やサービスの開発に，積極的に従事
する。
２　マーケティングに関する情報は，すべての部門で共有される。
３　あらゆる部門が事業プランや戦略への準備に関わっている。
４　我々はすべての部門の活動を統合する作業をおこなっている。
５　マーケティング部門の人々は定期的に，他部門と関わることになっている。
６　我々はマーケティングを，企業全体を方向づける道しるべとみなしている。
●利益志向
１　我々の情報システムは，大口顧客からの収益を素早く決定できる。
２　我々の情報システムは，製品ラインからの収益を素早く決定できる。
３　我々の情報システムは，品物の種類ごとの収益を素早く決定できる。
４　我々の情報システムは，流通チャネルからの収益を素早く決定できる。
●インテリジェンスの生成
１　どうすれば顧客をよりよく扱えるかを模索するため，対面販売のスタッフは直接的に顧客と情報交換をお
こなう。
２　我々は，我々の製品やサービスを評価するため，マーケティング調査を多くおこなう。
３　我々は時間をかけて，顧客の好みの変化をち調査する。
４　我々は，非公式に，業界情報を獲得している。
５　我々は定期的に，我々の事業環境における変化（金利の変化，規制緩和）を観察している。
 出所：Gray, Matear, Boshott, and Matheson（1998），pp.890-891．
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　さらに，Deshpandè, Farley ,and Webster（1996）では，Kohli and Jaworski（1993），Narver 
and Slater（1990），Deshpandè, Farley, and Webster（1993），３者について，メタアナリシス
を加え，統一的 MO 尺度を開発している（図表８）。続く，Deshpandè and Farley（1998）にて，
米国 MSI の82のメンバーを対象に調査をおこない，信頼性と妥当性を検討した上で「MORTN」
尺度を開発している。この尺度の特徴としては，「文化」というより「行動」的な項目で構成さ
れること，部門横断的に顧客にフォーカスしている点があげられる。
　似たような研究として，Gray, Matear, Boshott, and Matheson（1998）もあげられる。彼らも，
MO 尺度の統一化を目指し，ニュージーランドにおける調査から下表のような測定項目を表して
いる（図表９）。多次元尺度となっている点に，Deshpandè, Farley et al.（1996）と明らかな違
いがある。そして項目内容をみても，「顧客志向」「競争志向」「職能横断的統合」「利益志向」⑷
が Narver and Slater（1990）から，「インテリジェンスの生成」が Kohli and Jaworski（1990）
から作成されており，明確に識別されている。
　本節では，前述したとおり，妥当性向上を目的とした研究を除いている。しかしながら妥当性
改善ではなく，MO 概念を応用し，新たな形の MO を提唱した研究も行なわれている。これら
の研究は，2000年以降という比較的新しい時期に開発されているため，統一的 MO の構成要素
構築の一助になると思われる。
　まず Naude, Desai, and Murphy（2003）ではマーケティングの業務（Marketing-Task）の成
功を測る尺度として，内部的 MO（Internal-Market Orientation）を開発している（図表10）。
　あるいは，Narver, Slater, MacLachlan（2004）では，MO を，顧客の明言化されたニーズを
発見し理解する反応型 MO と，顧客の潜在化されたニーズを発見，満足させる先行型 MO に分
類した尺度を開発している（図表11）。留意すべき点としては，この測定項目は他の MO 尺度と
一線を画し，各要素が１つに合成されず，個別に利用されることにある。
図表10　Naude, Desai, and Murphy（2003）における測定項目
１　我々の組織は我々がこころざすビジョンを，従業員たちに提唱していく。
２　我々の組織のビジョンは，すべての従業員たちにうまく伝わっている。
３　この組織は，従業員たちが気持よく働けるように準備されている。
４　我々の組織では，コストよりも投資として，従業員たちの知識やスキルを開発している。
５　従業員のスキルや知識の開発は，我々の組織のひとつの業務とみなされる。
６　我々は，「どうやってそれをすべきか」ではなく「なぜそれをすべきか」で，従業員たちに指導をおこなう。
７　我々の組織では，トレーニングの域をこえて，ともに働くように従業員たちを教育する。
８　我々の組織では，ビジョンに最も貢献する成果を測定するとともに，その成果に対し報酬を与える。
９　従業員から集められたデータは，職務改善に利用され，組織戦略にも応用される。
10　我々の組織において，優れたサービスを提供する従業員は，その活動に対して報酬が与えられる。
11　この組織において，従業員たちは厳格に，サービスの仕方について，トレーニングを受けている。
12　この組織では，従業員同士のコミュニケーションを，かなり重視している。
13　この組織では柔軟に，様々な従業員たちのニーズに対応する。
14　我々のパフォーマンス尺度や報酬制度によって，従業員たちはともに働く。
15　我々の組織では，サービスの重要性について，従業員とコミュニケーションをとる。
 出所：Naude, Desai, and Murphy（2003），p.1220．
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　上述から，統一的 MO には２つの特徴が伺える。測定項目を単一で捉えるもの（Deshpandè 
and Farley 1996）と，多次元で捉えるもの（Gray, Matear, Boshott, and Matheson 1998）が存
在することである。したがって統一的 MO の開発にあたっては，単一次元を用いるか多次元に
するか，検討しなければならない。
４．統一的市場志向の定義および構成要素の考察
4-1.　統一的市場志向の定義
　3-1. で記したように，多くの先行研究では，MO を総じて，市場に継続的に応じるため，組織
がこころざす，文化や行動であると唱えている。また，言い回しは多少違っても，全ての定義に，
顧客や買い手など，ターゲットとなる市場の意味をふくんでいる。
　だが，市場にただ応じていくというのだけでは，具体的に市場が何を意味しているのか理解し
がたい。そこで統一的 MO を定義付けするにあたり，この市場が何をさすのかを明確にし，定
義付けする。先行研究に基づくと，市場とは，ターゲットとする市場，すなわち獲得したい顧客
や，関係を構築したい買い手を示す。そしてこの顧客や買い手に対し，価値を提供し続けニーズ
を充足させていく場であるともいえる。
　同時に，忘れてはならない点として，「市場情報（Market-Intelligence）」があげられる。たと
えば，Kohli and Jaworski（1990）では，定義の中心に明らかに，市場情報をおいている。ある
いは Narver and Slater（1990）と Hunt and Morgan（1995）でも，MO を，顧客と競合他社に
関する情報を，獲得する行動としている。このように多くの研究では何らかの形で，定義の中に
「市場情報」の視座を有している。
図表11　反応型市場志向と先行型市場志向の測定項目
●先行型市場志向
１　我々は，顧客が市場の展望を予測するのを手助けする。
２　我々は継続的に，明らかにされていない顧客ニーズを見つけだそうとする。
３　我々は，新たな製品やサービスにおいて，明らかにされていない顧客ニーズへの対応策を考える。
４　我々は，いかに顧客が製品やサービスを利用しているか，ブレインストーミングをおこなう。
５　我々は，自らの製品を時代遅れにするリスクでさえ，イノベーションへと導ける。
６　我々は，顧客がニーズを満たすのに困難な時間帯でも，事業機会をみつけだしていく。
７　数か月あるいは数年先を見据えた顧客ニーズを知ろうとするリードユーザーと，我々は親密である。
８　現在のユーザーたちが将来もとめるトレンドを予測している。
●反応型市場志向
１　我々はコンスタントに，顧客ニーズに応じるため，コミットメントや志向性の水準をモニタリングしている。
２　我々はすべての事業部門を通して，自由に，顧客に関する情報を伝達していく。
３　競争優位性のあると思われる戦略は，顧客ニーズを理解することを前提としている。
４　我々は体系的かつ柔軟に，顧客満足を測定する。
５　我々は競合他社よりも，顧客によりフォーカスする。
６　我々のビジネスはおもに，顧客に対応することで成り立っていると思っている。
７　顧客満足に関するデータは規則的に，あらゆるビジネスユニットに広められる。
 出所：Narver, Slater, MacLachlan（2004），p.346-347．
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　以上の二点をふまえると，統一的 MO は，次のように定義付けされる。
　統合的 MO（Integrated-Market Orientation）とは，継続的に，優れた価値やニーズを顧客
に提供するために，ターゲットとする市場情報を獲得し，さらに部門を超え普及させていく，
組織が志向する組織文化をあらわす。
4-2.　統一的市場志向尺度の構成要素
　前節までの議論を踏まえ，統一的 MO の構成要素について考察する。3-3. であげた測定項目を
考慮すると，単一次元ではなく多次元で，統一的 MO の構成要素をとらえることにする。２章
で明らかにしたように，Narver and Slater と Kohli and Jaworski の２つの理論的背景は，別々
のもので，さらに構成要素にも類似性がみられないからだ。ゆえに，Deshpandè, Farley et al.
（1996）のように単一次元で統一的 MO を表すことには，限界がある。
　統一的 MO 尺度の次元としては，「市場情報の獲得」「職能横断的な情報の普及」「顧客への反
応」の３つを提案する。これを先の定義に当てはめると，「市場情報を獲得し」の部分が「市場
情報の獲得」に，「それを，部門をこえ普及させていく」の箇所が「職能横断的な情報の普及」に，
そして「優れた価値やニーズを顧客に提供するために」の部分が「顧客への反応」に，それぞれ
対応している。
　ちなみに，MOの構成要素としては他にも，「競争志向」があげられる。しかしながらこの要素，
すなわち競合他社に関する情報は，「市場情報を獲得」に含まれるため，除外している。以下では，
各要素について，若干の説明と根拠を述べる。
4-2-1.　市場情報の獲得（Market-Intelligence Acquisition）
　この構成要素は，Kohli and Jaworski（1990）の背景にある，競争合理性（Dickson 1992）に
依拠している。この理論に従えば市場シェアを獲得したい企業では，他社よりもいち早く市場の
変化に対応するため，あらゆることよりもまず，顧客に目をむけていく。そのため顧客情報の収
集が最優先される。
　仮に，顧客に関する有益な情報を入手しなければ，市場を知ることはできない。そしてこのよ
うな状態では，組織全体が市場を志向することなど，とうてい不可能である。このことからも，
この市場情報の獲得が，MO を実現するうえで市場との最初のインターフェイスとなることがわ
かる。
　また，この要素には顧客のみならず競合他社の要素も含まれている。市場情報には，POS デー
タや売上データもあり，競合他社に関する情報が豊富に存在するからである。ゆえに，Narver 
and Slater（1990）の下位概念である競争志向の意味も包含しているといえる。
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4-2-2.　職能横断的な情報の普及（Interfunctional Intelligence Diffusion）
　この要素は，Kohli and Jaworski（1990）の「市場情報の普及」と Narver and Slater（1990）
の「顧客志向」を統合しつくられる。3-3. で示したとおり，変数の内容から，両者の類似性が高
いと判断されるからである。
　この構成要素はおもに，社会システム理論に依拠している。この理論にしたがえば，外部環境
から新たな情報を入手することで，組織が活性化し，組織間で相互依存関係が生み出されること
になる。
　視点をビジネスの場に転じてみても，この構成要素が不可欠であることがわかる。たとえば
マーケターが，社内の情報システムを駆使して，様々なマーケティング情報を手に入れたとする。
だがマーケターのみがその情報を内に秘めていたのでは意味がない。会議などを通して，その情
報を関係部門に伝達することで，はじめて価値のあるものになるのである。
　実際，日本を代表するマーケティング・カンパニーである花王では月に一度，マーケターと販
売担当者がミーティングをおこなっている。その場でマーケターは担当する製品について，POS
データやブランド評価に関する一連の情報を，販売担当者にむけ伝える。そしてこの情報をもと
に，販売部門の人々は，販促方法や陳列について考えていく。まさに部門を超えてマーケティン
グ情報が普及している好例といえる。
4-2-3.　顧客への反応（Reaction to the Customer）
　マーケティング研究では長年の間，顧客ニーズに適切に応えていくことが当然のようにいわれ
てきた。そしてそのことの大切さと，企業にもたらす成果に関しては，数多くの研究が示唆して
いる。実際に，多くの優良企業の理念や行動指針をみると，顧客に反応していくことの大切さが
切実に伝わってくる。たとえば花王株式会社は，企業理念である「花王 WAY」のなかに，「消
費者・顧客を最もよく知る企業に」を取り入れている⑼。あるいはサントリーホールディングス
株式会社においても，企業理念のなかで，「顧客ニーズに基づいて最高品質の商品を届けていく」
ことを唱えている⑽。
　ここでは，理論的背景として，資源依存モデルがあげられる（Pfeffer and Salantick 1978）。
企業は，多くの顧客と自社にない資源交換をおこない，結果として利益をあげる。そのため，顧
客に目を向けることは不可欠となる。
　また，3-3. で示したとおり，Narver and Slater の顧客志向と，Kohli and Jaworski（1990）の
市場情報への反応が，この「顧客への反応」とほぼ同意となっていた。このことから，マーケティ
ングをこころざす組織が顧客に反応していくことは，自明の理であるといえるだろう。
５．おわりに
　本稿は，マーケティングの中核概念である MO に関して，二元性の問題（Griffiths and Gro-
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ver 1998）に着目し，統一的 MO の開発に焦点を当てて論じてきた。冒頭で述べたように，本稿
の位置付けは，統一的 MO の尺度開発という最終目標に向け，二元性の問題を整理したことに
続き（岩下 2012），先行研究を概観しながら，統一的 MO 尺度の定義設定，および，構成要素
の検討にある。
　MO 研究ではこれまで，いくつかの研究（e.g., Deshpandè, Farley, and Webster 1996；Gray, 
Matear, Boshoff, and Matheson 1998）において，統一化の試みはされてきたものの，十分妥当
な尺度は開発されておらず，いまだに混乱状態にある。さらに我が国にいたっては，いくつかの
研究がおこなわれているが（e.g., 嶋口，石井，黒岩，水越 2008），十分妥当性のある MO 尺度
は存在していない。
　本稿では，二元性の本質を探るため，まず Narver and Slater（1990）と Kohli and Jaworski
（1990），それぞれの理論的背景をふまえ，それぞれの尺度を用いた研究の特徴について明示した。
次にこれまでのMO統一化に関する議論を取り上げながら，妥当な統一的MO尺度開発にいたっ
ていない現状を確認した。さらに MO の定義，構成要素そして測定項目に関する先行研究を整
理したうえで，統一的 MO の定義を検討した。最後に，この定義および，先行研究の共通項を
探りながら，統一的 MO の３つの構成要素を導出した。
　今後は，本稿でみちびかれたものを有用性の高い測定尺度にするため，実際のデータを用いて
測定項目の取捨選択と決定，そして信頼性と妥当性の検討を予定している。
　しかしながら，研究の中心をレビューに絞っているがゆえに，本稿では扱われることのなかっ
た研究課題も挙げられる。まずリサーチ・デザインに関する問題である。本稿では統一的 MO
の定義および構成要素を示すことに主眼がおかれているため，それらの構成要素の妥当性を検討
する具体的な方法や手順については触れていない。したがって今後はインタビューをおこないな
がら，測定項目を作成し定量調査をおこなうことで，妥当性と信頼性を確認しなければならない。
　また，リサーチ・デザインの設計にあたっては，わが国において調査を実施するにあたり，妥
当な尺度が存在していないこと（e.g., 嶋口 et al. 2008）から，Narver and Slater（1990），ある
いは Kohli, Jaworski, and Kumar（1993）以外の要素も吟味せねばならない。
　以上のような研究課題はあるものの，本稿は，マーケティング研究の中核概念である MO に
ついて，いまだ解決されていない二元性の問題に着目し，先行研究を丁寧にレビューしたうえで，
統一的 MO の定義を定めるとともに，「市場情報の獲得」「職能横断的な情報の普及」「顧客への
反応」という３つの構成要素を導出した点に学術的貢献がある。20年間にわたる MO 研究の包
括的レビューから導き出された本稿の結果は，統一的 MO 尺度の実現に向け一歩，進展をもた
らしていると思われる。
注
⑴　『ABI/Inform』により検索を実施した。1985年から2010年までの期間で１年毎に，タイトルに「MarketOri-
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entation」と入力し検索を実施した所，累積で1,053本の MO を題材とする論文をみる事が出来る。HP アドレ
ス：http://proquest.umi.com
⑵　⑴と同様に，『ProQuest』にて，検索を実施した。
⑶　更に，学術検索サイト『Web of Science』にて被引用文献数を調べたところ，2012年３月15日時点で，
Narver and Slater（1990）は1,196本，あるいは Kohli, Jaworski, and Kumar（1993）は1,169本もの論文数を
確認できる。ちなみに，Gray, Matear, Boshoff, and Matheson，Lafferty and Hult の論文については，掲載媒
体である，European Journal of Marketing 誌が，『Web of Science』にて取り扱いがないため，調査を実施し
ていない。ホームページアドレス：http://ip-science.thomsonreuters.jp/products/wos/
⑷　「利益志向」に関しては，Narver and Slater（1990）において「顧客志向」「競争志向」「職能横断的統合」
のほかに，「長期間フォーカス」と共に，「収益性」という言葉で取り上げられている。米国西海岸の企業の戦
略事業単位（SBU）において113名を無作為に２グループに分け信頼性分析を行い，クローンバックのα係数
が0.7を超えるかどうかで考察したところ，「顧客志向」（第一グループ：0.85，第二グループ：0.87），「競争志向」
（0.71，0.73），「職能横断的統合」（0.71，0.74），「長期的なフォーカス」（0.48，0.41），「収益性」（0.14，0.04）
となり，信頼性があると判断されたのは「顧客志向」「競争志向」「内部的機能統合」の３要素であった。
⑸　Narver and Slater（1990）および Kohli and Jaworski（1990），ともに Van de Van and Astley（1981）の
社会システム理論を取り入れている。
⑹　岩下（2012）では，統一化に関する MO 研究についてレビューをおこなっている（岩下，pp.65-67）。本稿
では，この先行研究を参考にしながら，なぜ統一的 MO 尺度の開発にいたったのかについて論じている。
⑺　Gray, Matear, Boshoff, and Matheson（1998）はニュージーランドの New Zealand Marketing Management 
Research Programme に登録された1,099名のシニア・エグゼクティブを対象に，尺度の統一化を試みている，
確認的因子分析をおこなった結果，「顧客志向」「競争志向」「職能横断的統合」「反応」「利益の強調」から
MO が構成されることを確認している。あるいは Lafferty and Hult（2001）は，MO 概念を「意思決定」「市
場インテリジェンス」「文化をベースとした行動」「戦略フォーカス」「顧客志向」という５つの観点から再評
価し，共通項から，「顧客への強調」「情報の重要性」「職能横断的統合」「行動実行」という，新たな構成要素
を導出している。
⑻　学術検索サイト『ProQuest』で調べたところ，「Narver and Slater」というタイトルの論文数は３本，「Kohli 
and Jaworski」のものは２本確認された一方，「Gray, Matear, Boshoff, and Matheson」「Lafferty and Hult」
の論文は確認できなかった。
⑼　下記，花王株式会社のホームページを参考にしている。
　　http://www.kao.com/jp/corp_about/kaoway.html
⑽　下記，サントリー株式会社のホームページを参考にしている。
　　http://www.suntory.co.jp/company/president/index.html?ke=ma2
参考文献
Aaker, A. David (1988). Strategic Market Management. 2nd ed. New York: John Wiley & Sons, Inc.
Argyris, C. and D. A. Schon (1978). Organizational Learning: A theory in Action Perspective. New York: Addi-
son-Wesley.
Atuahene-Gima, Kwaku (1995). An Exploratory Analysis of the Impact of Market Orientation on New Product 
Performance. Journal of Product Innovation Management. 12(4): 275-293.
Baker, Willian and James Sinkula (1999a). The Synergic Effect of Market Orientation and Learning Orientation 
on Organizational Performance. Journal of the Academy of Marketing. 27(4): 411-427.
Baker, Willian and James Sinkula (1999b). Learning Orientation, Market Orientation, and Innovation: Integrat-
ing and Extending Models of Organizational Performance. Journal of Market-Focused Management. 4(4): 
295-308.
Baker, Willian and James Sinkula (2002). Market Orientation, Learning Orientation and Product Innovation: 
Delving into the Organization’s Black Box. Journal of Market-Focused Management. 5(1): 5-23.
Baker, Willian and James Sinkula (2007). Does Market Orientation Facilitate Balanced Innovation Pragrams?. 
─　　─60
Journal of Product Innovation Management. 22(1): 316-334.
Berthon, Pierre, James M. Hulbert, and Leyland F. Pitt (1999). To serve or create? Strategic Orientations 
toward Customers and Innovation. California Management Review. 42(1): 37-59.
Bonoma, V. Thomas (1984). Making Your Marketing Strategy Work. Harvard Business Review. 62(2): 69-74.
Brettel, Malte, Andreas Engelen, Florian Heinemann, and Pakpachong Vadhanasindhu (2008). Antecedents of 
Market Orientation: A Cross-Cultural Comparison. Journal of International Marketing. 16(2): 84-119.
Chang, Tung-Zong and Su-Jane Chen (1998). Market Orientation, Service Quality and Business Profitability: A 
Conceptual Model and Empirical Evidence. Journal of Services Marketing, 12(4): 246-264.
Christensen, M. Clayton (1997). The Innovator’s Dulemma. the President and Fellows of Harvard College.（伊
豆原弓訳（2000）『イノベーションのジレンマ─技術革新が巨大企業を滅ぼすとき─』株式会社翔泳社）．
Deshpandè, Rohit, John U. Farley, and Fredrick E. Webster, Jr. (1993). Corporate Culture, Customer Orienta-
tion, and Innovativeness in Japanese Firms: A Quadrad Analysis. Journal of Marketing. 57(1): 23-27.
Deshpandè, Rohit and John U. Farley (1996). Understanding Market Orientation: A Prospectively Designed 
Meta-analysis of Three Market Orientation Scales. Marketing Science Institute Report : 96-125.
Deshpandè, Rohit and John U. Farley (1998). Measuring Market Orientation: Generalization and Synthesis. Jour-
nal of Market-Focused Management. 2(3): 213- 232.
Dickson, Peter, Reid (1992). Toward a General Theory of Competitive Rationality. Journal of Marketing. 56(1): 
69-84.
Furrer, Oliver, Christian Lantz, and Amandine Perrinjaquet (2004). The Impact of Values on Attitude Toward 
Market Orientation. Marketing Science Institute, Report. 04: 103-127.
Gainer, Brenda and Paulette Padanyi (2005). The Relationship between Market-oriented Activities and Market-
oriented Culture: Implications for the Development of Market Orientation in Nonprofit Service Organizations. 
Journal of Business Research. 58: 854-862.
Gatignon, Hubert and Jean-Marc Xuereb (1997). Strategic Orientation of the Firm and New Product Perfor-
mance. Journal of Marketing Research. 34(1): 77-90.
Gray, Brendan, Sheelagh Matear, Christo Boshoff, and Phil Matheson (1998). Developing a better Measure of 
Market Orientation. European Journal of Marketing. 32(9-10): 884-903.
Griffiths S. Janice and Raijiv Grover (1998). A Framework for Understanding Market Orientation: The Behav-
ior and the Culture. American Marketing Association. Conference Proceedings. 9: 311-321.
Harris, C. Lloyd (2002). Measuring Market Orientation: Exploring a Market Oriented Approach. Journal of 
Market-Focused Management. 5(3): 239-270.
Harris, C. Lloyd and  Emmanuel Ogbonna (2001). Strategic Human Resource Management, Market Orientation, 
and Organizational Performance. Journal of Business Research. 51(2): 157-166.
Hunt, Shelby D. and Robert M. Morgan (1995). The Comparative Advantage Theory of Competition. Journal of 
Marketing. 59(2). 1-16.
Im, Subin and John Workman Jr. (2004). Market orientation, Creativity, and New Product Performance in High-
Technology Firms. Journal of Marketing. 68(2): 114-132.
石田大典，岩下仁，恩藏直人，イム・スビン（2006）「市場志向が新製品開発におよぼすインパクト」『商品開発
管理研究』3: 19-37．
岩下仁（2012）「マーケティングにおける市場志向の二元性の解明─ Narver and Slater（1990）と Kohli and 
Jaworski（1990）によって開発された測定概念─」『早稲田大学大学院商学研究科紀要』74: 51-75．
Jones, Eli, Paul Busch, and Peter Dacin (2003). Firm Market Orientation and Salesperson Customer Orientation: 
Interpersonal and Intrapersonal Influences on Customer Service and Retention in Business-to-Business 
Buyer-Seller Relationships. Journal of Business Research. 56(4): 323-340.
Katz, Daniel, Rovert Kahn, and Stacy J. Adams (1980). The Study of organizations. Jossey-Bass.
Kirca, H. Ahmet, Satish Jayachandran, and William O. Bearden (2005). Market Orientation: A Meta-Analytic 
Review and Assessment of Its Antecedents and Impact on Performance. Journal of Marketing. 69(2): 24-41.
統一的市場志向尺度の検討
─　　─61
（岩下仁抄訳（2006）『市場志向研究のメタ分析 市場志向の先行要因，成果要因，モデレーター要因の解明』
「マーケティング・ジャーナル」102: 119-131）．
Kohli, Ajay and Bernard Jaworski (1990). Market Orientation; The Construct, Research Proposition, and Mana-
gerial Implications. Journal of Marketing. 54(2): 1-18.
Kohli, Ajay, Bernard Jaworski, and Ajith Kumar (1993). MAKOR: A Measure of Market Orientation. Journal of 
Marketing Research. 30(4): 467-477.
Lafferty, A. Barbara and G. Tomas M. Hult (2001). A Synthesis of Contemporary Market Orientation Perspec-
tives. European Journal of Marketing. 35(1/2): 92-109.
Lam, K. Son, Florian Kraus, and Michael Ahearne (2010). The Diffusion of Market Orientation Throughout the 
Organization: A Social Learning Theory Perspective. Journal of Marketing. 74(5): 61-79.
Langerak, Fred, Erik Jan Hultink, and Henry S. J. Robben (2004a). The Impact of Market Orientation, Product 
Advantage, and Launch Proficiency on New Product Performance and Organizational Performance. Journal 
of Product Innovation Management. 21(2): 79-94.
Langerak, Fred, Erik Jan Hultink, and Henry S. J. Robben (2004b). The Role of Predevelopment Activities in 
The Relationship between Market Orientation and Performance. R & D Management, 34(3): 295-310.
Lukas, A. Bryan and O. C. Ferrell (2000). The Effect of Market Orientation on Product Innovation. Journal of 
the Academy of Marketing Science. 28(2): 239-247.
Matsuno, Ken and John Mentzer (2000). The Effects of Strategy Type on the Market Orientation-Performance 
Relationship. Journal of Marketing. 64(4): 1-16.
Mavondo, Felix and Mark Farrell (2003). Cultural Orientation: Its Relationship with Market Orientation, Inno-
vation and Organizational Performance. Management Decision. 41(3): 241-250.
Miles, E. Raymond and Charles C. Snow (1978). Organizational Strategy, Structure, and Process. New York: 
Mcgrew-Hill.
Modi, Pratik and Debiprasad Mishra (2010). Conceptualising Market Orientation in Non-Profit Organizations: 
Definition, Performance, and Preliminary Construction of Scale. Journal of Marketing Management. 26(5/6): 
548-569.
Morris, Michael H., Susan Coombes, Minet Schindehutte, and Jeffrey Allen (2007). Antecedents and Outcomes 
of Entrepreneurial and Market Orientations in a Non-profit Context: Theoretical and Empirical Insights. 
Journal of Leadership and Organizational Studies. 13(4): 12-39.
Narver, John and Stanley Slater (1990). The Effect of a Market Orientation on Business Profitability. Journal of 
Marketing. 54(4): 20-35.
Narver, John, Stanley Slater, and Douglas MacLachlan (2004). Responsive and Proactive Market Orientation 
and New-Product-Success. Journal of Product Innovation Management. 21(5): 334-347.
Naude Pete, Janine Desai, and Murphy John (2003). Identifying The Determinants of Internal Marketing Orien-
tation. European Journal of Marketing. 37(9): 1205-1223.
Noble, Charles, Rajiv Sinha, and Ajith Kumar (2002). Market Orientation and Alternative Strategic Orientations: 
A Longitudinal Assessment of Performance Implications. Journal of Marketing. 66(4): 25-39.
恩藏直人，岩下仁（2007）「マーケティングにおける市場志向」『商品開発管理入門』：115-132．
Ottum, Brian D., and William L. Moore (1979). The Role of Market Information in New Product Success/Fail-
ure. Jounal of Product Innovation Management. 14(4): 239-318.
Pfeffer, Jeffrey and R. Gerald Salantik (1978). The External Control of Organizations. New York: Harper and 
Row.
Porter, Michael (1985), Competitive Advantage. Newyork :The Free Press.
Reid, Mike, Luxton Sandra, and Felix Mavondo (2005). The Relathionship Between Integrated Marketing Com-
munication, Market Orientation And Brand Orientation. Journal of Advertizing. 34(4): 11-23.
嶋口充輝・石井淳蔵・黒岩健一郎・水越康介（2008）『マーケティング優良企業の条件：創造的適応への挑戦』
日本経済新聞社出版社．
─　　─62
Siguaw, Judy A, Gene Brown, and Robert E. Widing II. (1994). The Influence of The Market Orientation of The 
Firm on Sales Force Behavior and Attitudes. Journal of Marketing Research. 31(1): 106-117.
Siguaw, Judy A, Penny M Simpson, and Thomas L. Baker (1998). Effects of Supplier Market Orientation on 
Distributor Market Orientation and the Channel Relationship: The Distributor Perspective. Journal of Mar-
keting. 62(3): 99-112.
Sinkula, M. James (1994). Market Information Processing and Organizational Learning. Journal of Marketing. 
58(1): 35-46.
Sinkula, M. James, Baker E. William, and Noordewier Thomas (1997). A Framework for Market-Based Organi-
zational Learning: Linking Values, Knowledge, and Behavior. Academy of Marketing Science. 25(4): 305-319.
Slater, Stanley and John Narver (1994). Does Competitive Environment Moderate the Market Orientation Per-
formance Relationship?. Journal of Marketing. 58 (1): 1-19.
Van de Ven, H. Andrew and Graham W. Astley (1981). Mapping the Field to Create a Dynamic Perspective on 
Organization Design and Behavior. Perspective on Organization Design and Behavior. Wiley ‒ Interscience: 
427-468.
Webster, E. Fredrick, Jr. (1988). The Rediscovery of the Marketing Concept. Business Horizons. 31(3): 29-39.
Wood, V., Bhuian and P. Loecker (2000). Market Orientation and Organizational Performance in Not-for-Profit 
Hospitals. Jounal of Business Research. 48(3): 213-226.
Zhou, Zheng Kevin, Chi Kin Yim, and David K. Tse (2005). The Effects of Strategic Orientations on Technol-
ogy- and Market-Based Breakthrough Innovations. Journal of Marketing. 69(2): 42-60.
Zhou, Zheng Kevin, Gerald Yong Gao, Zhilin Yang, and Nan Zhou (2005). Developing Strategic Orientation in 
China: Antecedents and Consequences of Market and Innovation Orientations. Journal of Business Research. 
58(8): 1049-1058.
